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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、大学生を対象とした不眠の自己対処プログラムを開発することであった。
研究１では、大学生における不眠の現状、不眠の自己対処状況、エビデンスに基づいた不眠の自己対処プログラムに関
するニーズを調査した。研究２では、プログラムの内容を検討するために認知行動療法に基づく不眠の自己対処プログ
ラムに関するシステマティックレビューを行った。研究３では、研究１と研究２の成果を踏まえ、睡眠に関する心理教
育、刺激統制法、睡眠制限法を中心とした内容から構成されるデジタルブック形式のプログラムを開発した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop the insomnia self-help program for underg
raduates.  In 'study 1', the survey was conducted to investigate the prevalence, coping, and aid needs of 
insomnia among undergraduates.  In 'study 2', the systematic review was performed to consider the componen
ts of the insomnia self-help program based on cognitive behavioral therapy.  In 'study 3', in according wi
th study 1 and 2, the self-help program in digital book format that was composed of psycho-education about
 sleep, stimulus control therapy, and sleep restriction therapy was developed.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本邦では、睡眠に関して問題を抱える者が

5人ないし4人に1人存在するとされ（Kim, et 
al., 2000）、睡眠問題を不眠（睡眠効率の短
縮、熟眠感の欠如）と過眠（日中の過剰な眠
気）に大別すると、約 90%が不眠であるとさ
れる（大川，2001）。不眠は大学生に多いと
され（粥川他，2005）、大学生時の不眠は後
の大うつ病性障害（Ford & Kamerow, 1989）
や不安障害（Gillin, 1998）の発症リスクを
高めるとされている。 
研究代表者が実施した大学生を対象とし

た研究（山本・野村，2009）では、約 8割が
標準化された睡眠質問票（Pittsburgh Sleep 
Quality Index）のカットオフ得点を超えて
いることが示されている。またこの調査では、
睡眠薬の服用は約 2%と低く、十分な睡眠が確
保できておらず睡眠の質の低下に気づきが
あるものの、専門的な治療・援助を希求して
いない可能性も示されている。また疫学調査
では、不眠症者の 1/3 は医療機関を受診して
いないことや（土井他，1999）、国際比較の
上でも医師への相談が少なく、寝酒といった
非機能的な自己対処を行う者や特別に対処
を講じていない者が多いこと（内山，2003）
が報告されている。 
そのような中、近年海外では認知行動療法

に基づいた不眠自己対処プログラムの開発
と効果検証が行われている（van Straten & 
Cuijpers, 2009）。認知行動療法では、不眠
を就寝場面における認知（眠れないことへの
心配など）―行動（眠るための非機能的な対
処努力）―感情（不快感情）―生理（就寝場
面に条件づけられた覚醒）の相互作用による
ものとして捉え、その悪循環を断つことで不
眠の改善を図る。研究代表者は、先行研究か
ら特に認知・情報処理の機能に着目し、認知
行動モデルを構築・検証し、モデルの妥当性
の高さ、大学生の不眠に関する説明力の高さ
を示している（山本，2010）。認知行動療法
に基づく自己対処プログラムでは、悪循環に
陥っている認知―行動―感情―生理の４機
能の相互作用を自己査定できるように心理
教育的セッションを行うところから始まる。
その後、自身でその悪循環を断つための機能
的な自己対処への気づきと実践を促すよう
援助する構成となっている。こうした自己対
処プログラムは、入眠困難や中途覚醒症状・
睡眠の質の改善に効果があり、抑うつや不安
といった併存症状の低減効果もあるとされ
ている（van Straten & Cuijpers, 2009）。 
プログラムの有効性が期待されているも

の本邦では開発研究はほとんど無い。また、
大学生は不眠による睡眠の質の低下を感じ
ているにも関わらず、援助希求が低いにとっ
てアクセスが容易でニーズに合致したプロ
グラムを構築する事が期待される。このよう
なプログラムを構築することは、不眠の問題
を訴えやすい大学生の睡眠健康を保持増進
するだけでなく、将来社会に出た後の身体疾

患や精神疾患の予防にもつながると考えら
れる事から公衆衛生上、医療経済上寄与する
ところが大きいと考えられる。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では、大きく以下の３点を検討した。 
 

（１）大学生における不眠の自己対処状況の
把握［研究１］ 

大学生を対象として、①困り事となる不眠
症状の種類と有症率、②不眠の自己対処状況、
③エビデンスに基づいた自己対処プログラ
ムの習得機会へのニーズ、④プログラム習得
際して許容できる時間的コストや希望媒体
に関する調査を実施し、大学生の不眠症状、
不眠に対する自己対処状況を把握する。 
 

（２）大学生における不眠の自己対処プログ
ラム内容の選定［研究２］ 

システマティックレビューを実施し、大学
生の困り事となる不眠症状と類似した対象
をターゲットとした自己対処プログラムを
選出し、それらで最も高頻度に使用され介入
効果が示唆されている中核要素を抽出する。 
 

（３）大学生における不眠の自己対処プログ
ラムの開発と公開［研究３］ 

研究１・研究２を踏まえ、大学生のニーズ
に合致し、エビデンスに基づいた不眠の自己
対処プログラムを開発し、非営利目的（今後
の研究利用・大学生の不眠自己対処の目的）
で利用可能な形で公開する。 
 
 
３．研究の方法 
(１) 関東甲信越・東北・関西地方の計５大
学の学生を対象に質問紙調査を実施した。調
査用紙は、（１）デモグラフィック変数を尋
ねる項目群、（２）睡眠問題について尋ねる
項目群、（３）睡眠問題に対する自己対処に
ついて尋ねる項目群、（４）Pittsburgh Sleep 
Quality Index 日本語版（土井他，1998）、（５）
Epworth Sleepiness Scale 日本語版（福原他，
2006）から構成された。652 名の大学生から
回答が得られ、637 の有効回答を分析した。
なお、本研究は上越教育大学研究倫理委員会
の承認後に実施された。［研究１］ 
 
（２） 自然科学・心理学・医学に関する代
表的なデータベースである Web of Science、
PsycInfo、Pubmed を用いて、認知行動療法に
基づく併存症のない不眠に対する自己対処
プログラム（完全に対象者が一人で実施する
プログラムに関しては研究数が少なかった
ため広義に非対面式介入とした）に関する論
文を抽出した。選出された論文からプログラ
ムで用いられた介入コンポーネントや介入
効果に関して系統的レビューを行い、プログ
ラムの中核要素を抽出した。［研究２］ 



（３） 研究１・研究２の成果を統合し、大
学生用不眠の自己対処プログラムをデジタ
ルブック形式で作成し、研究代表者のホーム
ページにて研究利用・大学生の不眠自己対処
に利用可能な形で公開した。［研究３］ 
 
 
４．研究成果 
（１） 調査の結果、44%の大学生が少なく
とも一つの睡眠問題があると回答した。その
内、「最も困っている睡眠問題」として 53%
が不眠症状に関する訴えを挙げ、31%が日中
の過剰な眠気を挙げた。また不眠症状の中で
も入眠困難は最も多かった。また睡眠問題が
あると回答した者のうち「睡眠問題を改善し
たい」と回答する者は、96%であった。その
一方で、睡眠問題を改善したいと回答した者
の内、専門家に相談したことがあると回答し
た者は 2%であり、自己対処を行っている者は
19%（専門家への相談と自己対処の両方行っ
ている者も含む）、何もしていないと回答し
たものは 80%であった。 
睡眠問題の有無と対処状況の組み合わせ

による、睡眠の障害程度、日中の過剰な眠気
の程度の違いを比較するために被験者間１
要因分散分析を実施したところ、睡眠の障害
程度に有意差が認められた。多重比較の結果、
睡眠問題が無い者と比較して、睡眠問題があ
り対処を講じていない者の方が睡眠障害の
程度が有意に高く、さらに対処を講じていな
い者と比較して対処を講じている者の方が
睡眠障害の程度が有意に高いことが確認さ
れた。一方、日中の過剰な眠気に関しては群
間差が確認されなかった。 
エビデンスに基づく不眠の自己対処プロ

グラムを受けると仮定した場合にどのよう
な媒体を使用したいか複数回答で尋ねたと
ころ「文字情報中心のウェブサイト情報」が、
60%と最も多く次いで「本やパンフレット形
式」が 38%と多かった。そして、自己対処プ
ログラムに費やしてもよいと考えられる時
間を尋ねたところ、平均は3時間であったが、
分布は二峰性であり、中央値は 1.5 時間、最
頻値は 1時間であった。 
これらの結果から、①大学生のうち全体の

約 4人に１人は不眠の問題（特に入眠困難）
を抱えており、さらにほとんどの大学生が改
善したいと考えていること、②その一方でほ
とんどの大学生は対処を行っていない、もし
くは自己対処を行っている者であっても睡
眠障害の程度が悪いこと（重症度が高いこと
による対処動機の高まりや対処行動が非機
能的である可能性）、③エビデンスに基づく
不眠の自己対処プログラムを開発する際に
は、ウェブサイトを媒体とした文字情報主体
の情報伝達（例えば、デジタルブック）が大
学生にとって最もアクセス可能性・受容性が
高いと考えられること、④自己対処プログラ
ムに対する大学生の動機の高さは２峰性で
あり、これに対応するためには、２段階の内

容提示がニーズに合致する可能性があるこ
とが示唆された。［研究１］ 
 
（２） 文献データベースを用いて認知行動
療法に基づく不眠の自己対処プログラムに
関する論文を抽出した結果、研究助成期間末
日までに12の研究論文が抽出された。なお、
研究デザインの内訳は、無作為化比較対照試
験 10 編（Bastien, et al., 2004; Bjorvatn, 
et al., 2011; Jernelöv et al., 2012; 
Mimenault, et al., 1999; Morawetz, et al., 
1989; Morin, et al., 2005; Riley, et al., 
2010; Ritterband, et al., 2009; Ström, et 
al., 2004; van Straten, 2014）、介入前後
比較研究 1編（Anderson, et al., 2014）、
ケースシリーズ研究 1編（Bogdan, et al., 
2009）であった。 
これらの介入コンポーネントを検討する

と、全ての研究において行動療法的技法であ
る刺激統制法（就寝場面と覚醒との連合を弱
めるために、就寝場面を夜間の睡眠以外の目
的使用しないようにする技法）、睡眠制限法
（就床時刻を後退させ、眠気を高め、就寝場
面と睡眠の連合を強める技法）が用いられて
いた。 
また研究目的が行動療法的技法の自己対

処と対面援助の比較が目的の研究であった
１編（Morawetz, et al., 1989）睡眠衛生教
育が対照として用いられていた研究
（Bjorvatn et al., 2011）を除いた全ての
研究で睡眠に関する心理教育（睡眠の生体に
おける意義や睡眠覚醒リズムなどに関する
知識教育）、睡眠衛生教育（睡眠を妨害する
宿主・環境要因に関する生活習慣指導）が用
いられていた。認知療法的技法（認知的再構
成法など睡眠に関する非機能的認知を変容
する技法）が内容として明記されていたもの
は９編、リラクセーション法（就寝場面での
覚醒と拮抗する弛緩反応を用いた逆制止）が
明記されていたものは７編であった。 
また、全ての研究において睡眠日誌を用い

られており、研究間で使用する日誌内容の違
いや公開バイアスに注意する必要があるも
の、全ての研究で睡眠改善効果（入眠困難や
中途覚醒の程度の軽減、睡眠効率の上昇、総
睡眠時間の延長）が確認されていた。［研究
２］ 
 

（３） 研究１・研究２の成果を統合し、以
下の内容・形態に留意した大学生用不眠の自
己対処プログラムを開発し、非営利目的で利
用可能な形で公開した。［研究３］ 
 
・ プログラムの媒体は文字情報主体のデジ

タルブック形式とすること 
・ プログラムは基礎編（文量が少なく認知

行動療法に基づいた行動や生活習慣の型
を提示する正解教示的内容）と応用編（生
活指導の背景にある原理や個別的な随伴
性、機能に関して気づきを深める正解発



見的内容）から構成されること 
・ プログラムの構成要素として、睡眠に関

する心理教育、睡眠衛生教育、刺激統制
法、睡眠制限法の４つのコンポーネント
を中心とし、認知療法的技法・リラクセ
ーション法を附随的なコンポーネント
（発展編などで触れる）とすること 
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